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全世代型社会保障構築会議・公的価格評価検討委員会について



１．全世代型社会保障構築会議について



（参考）経済財政運営と改革の基本方針２０２１（抜粋）（令和３年６月）

（２）団塊の世代の後期高齢者入りを見据えた基盤強化・全世代型社会保障改革

（略）その際、全世代対応型の持続可能な社会保障制度を構築する観点から、給付と負担のバランスや現役世代の負担上昇の抑制を図りつつ、保険料賦課限度額の引上げ

など能力に応じた負担の在り方なども含め、医療、介護、年金、少子化対策を始めとする社会保障全般の総合的な検討を進める。こうした対応について速やかに着手する。
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・・・また、全世代型社会保障の実現に向けては、どんな働き方をしても安心できる勤労

者皆保険の実現や、効率的で、質が高く、持続可能な医療提供体制の実現など、課題は山

積しています。全世代型社会保障構築会議においては、人生１００年時代にふさわしい、

全ての方が支え合う、持続可能な、全世代型社会保障制度の構築に向け、御議論いただき、

それも踏まえ、取組を前に進めてまいります。

第１回全世代型社会保障構築会議・第１回公的価格評価検討委員会合同会議（令和３年
11月９日）における岸田総理発言（抜粋）

今後の全世代型社会保障の検討

岸田内閣総理大臣施政方針演説（第208回国会）（抜粋）

・・・全世代型社会保障構築会議において、男女が希望通り働ける社会づくりや、若者世

代の負担増の抑制、勤労者皆保険など、社会保障制度を支える人を増やし、能力に応じて

みんなが支え合う、持続的な社会保障制度の構築に向け、議論を進めます。
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２．公的価格評価検討委員会について



・処遇改善の最終的な目標は、職種毎に仕事の内容に比して適正な水準まで賃
金が引き上がり、必要な人材が確保されていること。

・その際、他産業との乖離や有効求人倍率、他の職種との比較や各職種間の均
衡、仕事の内容、労働時間、経験年数、勤続年数なども考慮すべき。

・今後、医療・福祉分野のマンパワーのニーズが大きく増加すると見込まれること
も踏まえ、特に2020年代にこうした取組に注力すべき。

・経験年数や勤続年数に応じた処遇改善の取組は、職場への定着や経験・技能
の高度化等につながる。

・経験・技能のある職員に重点化した処遇改善の在り方について検討し、次なる
目標として、経験・技能のある職員について、仕事の内容と比して適正な水準で
あるかという点も考慮しつつ、他産業（適切な他産業がなければ全産業平均）と
遜色ない水準とすることを目指すべき。

公的価格評価検討委員会 中間整理 概要

今般の経済対策における措置も踏まえた上で、公的価格に関する今後の処遇改善の基本的考え方、処遇改善の方向性について、
中間整理を行ったもの。

介護・障害福祉職員、保育士等・幼稚園教諭 看護職員

【４（２）処遇改善の方向性】

１．はじめに ・・・今回の検討の経緯について整理
２．公的価格の制度について ・・・報酬・価格の決まり方や、既存の処遇改善の仕組み、費用負担、各職種の賃金の現状について整理
３．経済対策における措置 ・・・当該措置について評価しつつ、現場に着実に行き渡るよう必要な対応を進めること等を指摘

【４（１）処遇改善の基本的考え方】

・新しい資本主義において、人への分配は、「コスト」ではなく、未来への「投資」。官と民が共に役割を果たすことで、成長の果実をしっかりと分配し、消費を喚起
することで、次の成長にもつなげる。 これこそが、持続可能な経済、そして、成長と分配の好循環による新しい資本主義を実現するための要。
・新たな資本主義を実現するためには、今後も、看護、介護、保育、幼児教育などの分野において、その仕事に見合った適切な処遇が行われるよう、収入の引
上げが持続的に行われる環境整備が必要。

・今後の処遇改善を行うに当たっては、これまでの措置の実効性を検証するとともに、これまでの措置で明らかになった課題や対象外となった職種も含め、検証
を行うべき。

・こうした処遇改善を行うに当たっては、全てを国民の負担に回すのではなく、既存予算の見直しや高齢化に伴って増加する医療・介護費の中での分配のあり
方などを含め、幅広く検討を行うべき。

・本委員会は、処遇改善に向けた政策手法を実現する観点から、それぞれの分野における費用の見える化やデジタル等の活用に向けた課題等について検討
し、来夏までに方向性を整理する。

・従前より全産業平均を上回る賃金水準である看護師については、
今般の経済対策を踏まえ、まずは、地域でコロナ医療など一定の
役割を担う医療機関に勤務する看護職員について、収入を３％程
度引き上げていくべき。

・管理的立場にある看護師の賃金が相対的に低いこと、民間の医
療機関であっても国家公務員の医療職の俸給表を参考としている
場合が多いことも指摘されており、今回の措置の結果も踏まえつ
つ、すべての職場におけるキャリアアップに伴う処遇改善のあり方
について検討すべき。

・あわせて、経験・技術に応じた処遇ルールの明確化（賃金体系の
整備）やタスクシフト・タスクシェアによる業務の高度化・効率化、各
職種の養成課程のあり方等の勤務環境の改善についても検討す
べき。
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看護職員等処遇改善事業補助金の概要

「コロナ克服・新時代開拓のための経済対策」（令和３年11月19日閣議決定）に基づき、地域でコロナ医療など一定の役割を担う医療機関
に勤務する看護職員を対象に、賃上げ効果が継続される取組を行うことを前提として、収入を１％程度（月額4,000円）引き上げるための措
置を、令和４年２月から前倒しで実施するために必要な経費を都道府県に交付する。

◎対象期間 令和４年２月～９月の賃金引上げ分（以降も、別途賃上げ効果が継続される取組みを行う）

◎補助金額 対象医療機関の看護職員（常勤換算）１人当たり月額平均4,000円の賃金引上げに相当する額
※ 4,000円の賃金引上げに伴う社会保険料の事業主負担の増加分も含む

◎対象となる医療機関：以下の全ての要件を満たす医療機関
✔ 地域でコロナ医療など一定の役割を担う医療機関であること：一定の救急医療を担う医療機関（救急医療管理加算を算定する救急搬送件数200

台／年以上の医療機関及び三次救急を担う医療機関）
✔ 令和４年２・３月分（令和３年度中）から実際に賃上げを行っていること（医療機関は都道府県に賃上げを実施した旨の用紙を提出。メール等

での提出も可能。）。なお、令和４年２月分の支給に間に合わない場合は、３月に一時金等により支給することを可能とする。
✔ 令和４年４月分以降は、賃上げ効果の継続に資するよう、補助額の2/3以上をベースアップ等（基本給又は決まって毎月支払われる手当による賃

金改善）に使用すること。なお、就業規則（賃金規程）改正に一定の時間を要することを考慮し、令和４年２・３月分は一時金等による支給を
可能とする。

◎賃金改善の対象となる職種
✔ 看護職員（看護師、准看護師、保健師、助産師）
✔ 医療機関の判断により、看護補助者、理学療法士･作業療法士等のコメディカルの賃金改善に充てることが可能

◎申請方法 対象医療機関が都道府県に対して、看護職員・その他職員の月額の賃金改善額の総額（対象とする職員全体の額）を記載した計画書を提出

◎報告方法 対象医療機関が都道府県に対して、賃金改善実施期間終了後、看護職員・その他職員の月額の賃金改善額の総額（対象とする職員全体の

額）を記載した実績報告書を提出

◎補助金の交付方法
対象医療機関は都道府県に対して申請を行い、都道府県
から対象医療機関に対して補助金を交付（国費10／10、
約215.6億円）

◎申請・交付スケジュール
✔ 賃上げ開始月（２・３月）に、その旨の用紙を都道府

県に提出
✔ 実際の申請は、都道府県における準備等を勘案し、令

和４年４月から受付、６月から補助金を交付
✔ 賃金改善実施期間終了後、処遇改善実績報告書を提出

対
象
医
療
機
関

都
道
府
県

① 申請（処遇改善計画書等を提出）
※令和３年度中に賃上げ実施が条件（申請前に用紙提出）

② 交付決定、補助金の概算交付（補助率10/10）

③ 賃金改善実施期間終了後、報告（処遇改善実績報告書を提出）
※ 余剰分が生じた場合は、余剰分を返還
※ ベースアップ等要件を満たさない場合は、全額又は一部を返還

【執行のイメージ】
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介護職員処遇改善支援補助金（案）

◎対象期間 令和４年２月～９月の賃金引上げ分（以降も、別途賃上げ効果が継続される取組みを行う）

◎補助金額 対象介護事業所の介護職員（常勤換算）１人当たり月額平均9,000円の賃金引上げに相当する額。対象サービスごとに介護職員数（常勤
換算）に応じて必要な交付率を設定し、各事業所の総報酬にその交付率を乗じた額を支給。

◎取得要件
• 処遇改善加算Ⅰ～Ⅲのいずれかを取得している事業所（現行の処遇改善加算の対象サービス事業所）
• 上記かつ、令和４年２・３月（令和３年度中）から実際に賃上げを行っている事業所（事業所は、都道府県に賃上げを実施した旨の用紙を提出。メー
ル等での提出も可能）

• 賃上げ効果の継続に資するよう、補助額の2/3以上は介護職員等のベースアップ等（※）の引上げに使用することを要件とする（４月分以降。基本給の
引き上げに伴う賞与や超過勤務手当等の各種手当への影響を考慮しつつ、就業規則（賃金規程）改正に一定の時間を要することを考慮して令和４年
２・３月分は一時金による支給を可能とする。）
※ 「基本給」又は「決まって毎月支払われる手当」

◎対象となる職種
• 介護職員
• 事業所の判断により、他の職員の処遇改善にこの処遇改善の収入を充てることができるよう柔軟な運用を認める。

◎申請方法 各事業所において、都道府県に介護職員・その他職員の月額の賃金改善額を記載した計画書（※）を提出。
※月額の賃金改善額の総額（対象とする職員全体の額）の記載を求める（職員個々人の賃金改善額の記載は求めない）

◎報告方法 各事業所において、都道府県に賃金改善期間経過後、計画の実績報告書（※）を提出。
※月額の賃金改善額の総額（対象とする職員全体の額）の記載を求める（職員個々人の賃金改善額の記載は求めない）

○ 「コロナ克服・新時代開拓のための経済対策」（令和３年11月19日閣議決定）に基づき、介護職員を対象に、賃上げ効果が継続される取
組を行うことを前提として、収入を３％程度（月額９,000円）引き上げるための措置を、令和４年２月から前倒しで実施するために必要な経
費を都道府県に交付する。

○ 他の職員の処遇改善にこの処遇改善の収入を充てることができるよう柔軟な運用を認める。

◎交付方法
対象事業所は都道府県に対して申請し、対象事業所に対して補助
金支払（国費10／10、約999.7億円）。

◎申請・交付スケジュール
✔ 賃上げ開始月（２・３月）に、その旨の用紙を都道府県に提出
✔ 実際の申請は、都道府県における準備等を勘案し、令和４年４
月から受付、６月から補助金を毎月分交付

✔ 賃金改善期間後、処遇改善実績報告書を提出。

介
護
事
業
所

都
道
府
県

① 申請（処遇改善計画書等を提出）
※令和3年度中に賃上げ実施が条件（申請前に用紙提出）

③ 賃金改善期間後、報告（処遇改善実績報告書を提出）
※要件を満たさない場合は、補助金返還

【執行のイメージ】

② 交付決定。補助金の交付（補助率10/10）
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福祉・介護職員処遇改善臨時特例交付金（案）

○ 「コロナ克服・新時代開拓のための経済対策」（令和３年11月19日閣議決定）に基づき、障害福祉職員を対象に、賃上げ効果が継続され
る取組を行うことを前提として、収入を３％程度（月額９,000円）引き上げるための措置を、令和4年2月から前倒しで実施するために必要な
経費を都道府県に交付する。

○ 他の職員の処遇改善にこの処遇改善の収入を充てることができるよう柔軟な運用を認める。

◎対象期間 令和４年２月～９月の賃金引上げ分（以降も、別途賃上げ効果が継続される取組みを行う）

◎補助金額 対象障害福祉サービス事業所等の福祉・介護職員（常勤換算）１人当たり月額平均9,000円の賃金引上げに相当する額。対象サービスごと
の福祉・介護職員（常勤換算）に対して必要な交付率を設定し、各事業所の総報酬にその交付率を乗じた額を支給。

◎取得要件
• 処遇改善加算Ⅰ～Ⅲのいずれかを取得している事業所（現行の処遇改善加算の対象サービス事業所）
• 上記かつ、令和４年２・３月（令和３年度中）から実際に賃上げを行っている事業所（事業所は、都道府県に賃上げを実施した旨の用紙を提出。メー
ル等での提出も可能）

• 賃上げ効果の継続に資するよう、補助額の2/3以上は福祉・介護職員等のベースアップ等（※）の引上げに使用することを要件とする（４月分以降。基本
給の引き上げに伴う賞与や超過勤務手当等の各種手当への影響を考慮しつつ、就業規則（賃金規程）改正に一定の時間を要することを考慮して令和４
年２・３月分は一時金による支給を可能とする。）
※ 「基本給」又は「決まって毎月支払われる手当」

◎対象となる職種
• 福祉・介護職員
• 事業所の判断により、他の職員の処遇改善にこの処遇改善の収入を充てることができるよう柔軟な運用を認める。

◎申請方法 各事業所において、都道府県に福祉・介護職員・その他職員の月額の賃金改善額を記載した計画書（※）を提出。
※月額の賃金改善額の総額（対象とする職員全体の額）の記載を求める（職員個々人の賃金改善額の記載は求めない）

◎報告方法 各事業所において、都道府県に賃金改善期間経過後、計画の実績報告書（※）を提出。
※月額の賃金改善額の総額（対象とする職員全体の額）の記載を求める（職員個々人の賃金改善額の記載は求めない）

◎交付方法
対象事業所は都道府県に対して申請し、対象事業所に対して交付
金支払（国費10／10、約414億円）。

◎申請・交付スケジュール
✔ 賃上げ開始月（２・３月）に、その旨の用紙を都道府県に提出
✔ 実際の申請は、都道府県における準備等を勘案し、令和４年４
月から受付、６月から交付金を毎月分交付

✔ 賃金改善期間後、処遇改善実績報告書を提出。
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① 申請（処遇改善計画書等を提出）
※令和3年度中に賃上げ実施が条件（申請前に用紙提出）

③ 賃金改善期間後、報告（処遇改善実績報告書を提出）
※要件を満たさない場合は、交付金返還

【執行のイメージ】

② 交付決定。交付金の交付（補助率10/10）
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保育士・幼稚園教諭等処遇改善臨時特例事業

市区町村

４．実施主体

保育士や幼稚園教諭等を対象に、賃上げ効果が継続される取組を行うことを前提として、収入を３％
程度（月額9,000円）引き上げるための措置※１・２を、令和４年２月から※３実施する。

※１ 実際の引上げにおいては、職員の配置状況や経験年数に応じた配分など柔軟な運用を可能とする。

※２ 令和４年４月分からは、国家公務員給与改定により見込まれる公定価格の減額分（人件費▲0.9％）に対応する補助を併
せて措置する。

※３ 令和４年９月分までの措置。令和４年10月以降については、処遇改善の効果を継続させるための公定価格の見直しを行う
方向で、令和４年度予算編成過程で検討。

※４ 都道府県、市区町村における事務費についても別途補助する。

※５ 放課後児童クラブ・社会的養護関係施設の職員についても、同様の措置を別途実施。

※６ 公定価格の対象でない私学助成を受ける幼稚園の教諭等についても、同様の引き上げを行う園への支援を別途行う。

１．事業概要

①令和４年２月から基本給又は決まって毎月支払われる手当※１により、補助額以上の賃金改善を実施※２

すること
※１ 賃金を定める規程の改正に一定の時間を要することを考慮して、令和４年２・３月分については一時金により３月にまと

めて支給することを可能とする。４月分以降は、基本給の引上げに伴う賞与や超過勤務手当等の各種手当への影響も考慮し
つつ、賃上げ効果の継続に資するよう、最低でも賃金改善全体の２／３以上を基本給又は決まって毎月支払われる手当とす
ることを要件とする。

※２ 令和４年４月分以降は、国家公務員給与改定により見込まれる公定価格の減額分（人件費▲0.9％）に対応する補助を行
うことを踏まえて、当該減額分を賃金水準に反映しないことを要件とする。

②賃金改善計画書及び賃金改善実績報告書を提出すること

２．実施要件

国：10／10

５．補助率

・特定教育・保育施設(保育所、幼稚園、認定こども園)

・特定地域型保育事業所(小規模保育事業、家庭的保育事業、居宅訪問型保育事業、事業所内保育事業)
※公立施設・事業所を含む

３．対象施設・事業所

令和３年度補正予算【内閣府予算計上】：７８１億円
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